
令和８年度 事業計画書

令和８年４月 １日 から

令和９年３月３１日 まで

ボートレース業界は、昭和２６年のモーターボート競走法制定以来、今日に至るまで業

界が一枚岩盤の運命共同体として「ファンあってのボートレース」を基本理念に掲げ、“い

つでも どこでも おもしろい”ボートレースの実現に向け、ファンにとって快適な環境

で楽しめる施設と魅力ある競走づくりを推進している。また、“ＯＮＥ ＢＯＡＴＲＡＣ

Ｅ”“ＯＮＥ ＦＡＭＩＬＹ”というスローガンの下、公営競技Ｎｏ．１の売り上げを達成

すべく、業界が一丸となり様々な施策を実施している。本会も業界の一翼を担って協力し、

積極的に各種の施策を推進している。

本会は、モーターボート競走法の趣旨に則り、国民の社会貢献意識の醸成及び海事思想

の普及宣伝並びに競技者の競技技術の向上及びモーターボート競技を通じたスポーツ振興

に寄与することを目的に、次のとおり令和８年度事業計画を策定し実施する。

○ 事業計画の基本施策及び実施事項

１．モーターボート競技事業

（１）モーターボート競走実施に伴う調査研究に関する施策

競走の公正確保及び競技水準の向上を図るため、次の事項を行う。

① 競走の公正確保及び競技水準の向上を図るための施策の実施

② 関係法規並びに競技運営に関する調査研究

③ コンプライアンスに関する教育及び指導

（２）競技技術・資質の向上を図る研修・訓練に関する施策

競技技術並びに資質向上を図るため、次の事項を行う。

① 常設訓練所における研修会並びに訓練の実施

② 各地域での研修会並びに訓練の実施及び協力

③ 常設訓練所の施設整備及び運営の充実

（３）出場条件の改善及び事故・災害の防止に関する施策

出場に関する適正な条件の確保、改善及び事故防止並びに安全対策を図るため、次

の事項を行う。

① 賞金体系の調査研究

② 競走出場条件の調査研究

③ 各種規制措置及び関連諸制度の調査研究

④ 人身事故防止の促進



⑤ 救急体制確立の促進

⑥ スタート事故防止に関する調査研究

⑦ スタート事故者に対する自主訓練の実施

⑧ ボート・モーターの調査研究

⑨ プロペラ制度に関する調査研究

⑩ 防護器具等の調査研究

（４）選手の共済制度及び認可特定保険業並びに育英制度の実施に関する施策

会員である選手及びその遺族の生活の安定を図るため、次の事項を行う。

① 共済給付事業の運営

② 特定保険業の運営

③ 育英制度の運営

④ 共済制度及び認可特定保険業並びに育英制度の調査研究

⑤ 会員の健康管理に関する指導啓発

２．海事思想の普及宣伝及び地域振興事業

（１）海事思想の普及宣伝及び地域振興並びに施設の設置・運営に関する施策

青少年の体力の向上、海事思想及び海難防止の普及宣伝、並びにモーターボート競

技を通じたスポーツの健全な発展、また施設の設置及び運営のため、次の事項を行う。

① 社会貢献事業の実施

② マリンフェスティバル等の開催による海洋性スポーツを通しての海事思想の普及

及び啓発の実践活動

③ 勤労青少年水上スポーツセンターの施設整備及び運営の充実

３．社会貢献活動事業

（１）社会貢献活動事業に関する施策

社会福祉事業の実施及び協力のため、次の事項を行う。

① 自然災害による被災地支援事業を始めとした地域での社会貢献事業の実施及び協

力

② ハンセン病制圧事業への協力

③ 公益福祉に関する事業

４．スポーツ振興事業への協賛・協力

誰もがスポーツを通じて幸福で豊かな生活を営める共生社会の実現に寄与するべく、

ボランティア事業等の協力を行う。

５．施設貸与事業

（１）勤労青少年水上スポーツセンターの施設貸与に関する施策



① 勤労青少年水上スポーツセンターの宿泊施設、会議室を研修会場並びに講習会場

とする貸与事業を行う。

② 碧南市が実施する高齢者の運動機能の向上による健康寿命の延伸を目指す高齢者

筋力トレーニング室運営事業（高齢者を対象としたトレーニング施設運営事業）へ

の協力要請に応諾し、勤労青少年水上スポーツセンター該当施設の貸与事業を行う。

③ 同市福祉子ども部福祉課から提案のあった、障害を持たれた方が介護者の病気等

により一時的に一人での生活を余儀なくされた際の宿泊場所とする地域生活支援拠

点事業への協力要請に応諾し、勤労青少年水上スポーツセンター該当施設の貸与事

業を行う。

６．一般事業

（１）機関誌の発行に関する施策

機関誌を始めとした企画・広報活動については、次の事項を行う。

① 公式ホームページによる情報公開並びに管理運営

② モーターボート選手新聞等の発行

③ ボートレースのＰＲ活動に関する施策の実施及び協力

（２）その他、本会の目的を達成するため必要な事業を行う。


